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I. エグゼクティブサマリー 
本レポートは、ヤマハ発動機株式会社（以下、ヤマハ発動機）の知的財産（IP）および

広義の無形資産（IA）戦略について、その現状、2025 年度から 2027 年度の新中期経

営計画（以下、新中計）による変革、そして将来の展望を分析するものである。ヤマハ

発動機は伝統的に特許や商標といった知的財産の管理に注力してきたが、近年ではブラ

ンド、技術、データといった広範な無形資産の重要性に対する認識を高めている。 

新中計は、電動化、デジタル化、新規事業（農業、ロボティクス等）、そしてサステナ

ビリティへの注力強化を打ち出しており、これらは同社の IP・IA のあり方に直接的な

影響を与える。特に、新中計が「人の可能性を拡げる新技術の獲得」1 や、ロボティク

ス、農業といった新分野への進出 1 を強調している点は、これらのイノベーションを確

保するための積極的な IP 戦略と、新分野におけるノウハウ、顧客ネットワーク、ブラ

ンド認知を構築するための広範な IA 戦略が不可欠であることを示唆している。これ

は、既存の中核事業の資産を主に保護するという従来の姿勢から、将来の成長エンジン

となる IA を積極的に構築・活用する方向への転換を意味する。 

本レポートで詳述する将来シナリオ（「特定分野特化型イノベーションリーダー」、

「エコシステム・オーケストレーター」、「サステナビリティ主導型変革」）は、ヤマ

ハ発動機の IP・IA 戦略が取り得る長期的な方向性を示している。新中計は、ヤマハ発

動機が IP・IA 戦略を、従来の保護中心のスタンスから、新たな技術領域や市場領域で

積極的に新しい価値創造を推進するものへと意識的に進化させる、極めて重要な転換点

となることを示唆している。 

II. ヤマハ発動機の現行知的財産・無形資産の状況（新中期経営計画 
2025 -2027 本格始動前） 
本セクションでは、新中計の本格的な影響が顕在化する以前の、ヤマハ発動機の知的財

産および無形資産に関する戦略とポートフォリオ構成を詳述する。これにより、今後の

変化を評価するための基準点を確立する。 

A. 正式な知的財産戦略 

1. 特許：ポートフォリオの強み、重点分野、「知財ミックス」 



ヤマハ発動機は、中長期的な事業特性に合わせた特許戦略を策定し、他社との差別化と

競争優位性の維持を目指している 4。知財部門は事業活動の上流から積極的に関与し、

知財分析を通じて成長領域を可視化するとともに、事業戦略に沿って特許権・意匠権・

商標権などを組み合わせた「知財ミックス」を積極的に活用し、製品・サービスの多面

的な知財保護によるユニークな価値創出を実現している 4。具体例としては、二輪車の

VVA（可変バルブ作動）アクチュエーター取付構造や各種マリン技術に関する特許が挙

げられる 4。特許創出の効率性や重要特許シェア率も重視されている 5。 

この成熟し構造化された特許管理アプローチは、事業戦略と直接的に結びついている。

「知財ミックス」は複雑な製品を包括的に保護するために不可欠であり、単なる量では

なく特許の質（重要特許シェア）を重視する姿勢は、戦略的な知財管理の表れである 
5。ヤマハ発動機の「知財ミックス」は、単なる防御策ではなく「ユニークな価値創

出」4 のためのツールであり、知財が差別化や新たな収益源を可能にするものとして捉

えられていることを示唆している。「ユニークな価値創出」という言葉は、製品やサー

ビスを取り巻く様々な知的財産権の組み合わせが、個々の権利の総和以上のものを生み

出し、競合他社による模倣を困難にすることを示唆している。これは、単純な保護を超

えて、市場認識と競争優位性を積極的に形成する動きである。 

また、知財部門が「上流」から事業戦略を支援しているという事実 4 は、組織内におけ

る知財機能の戦略的転換、すなわち支援機能から戦略的パートナーへの移行を示してい

る。 

2. 商標・ブランド保護：グローバル戦略と模倣品対策 

ヤマハブランドは世界のほぼ全域で商標登録されており 4、各国当局との連携や法的措

置を含む積極的な模倣品対策が講じられている 4。20 23 年には、知的財産侵害に対し

てグローバルで 527 件の対策を実施した 5。フィリピンでは、オンライン上の模倣品対

策として電子商取引 MOU（覚書）に参加している 6。ブランド価値向上は、ヤマハ発

動機の経営における重要なテーマである 7。 

ヤマハ発動機のようなグローバルに認知されたブランドにとって、強固な商標保護と模

倣品対策は、ブランドの完全性、顧客の信頼、市場シェアを維持するために不可欠であ

る。フィリピンでの電子商取引 MOU への参加 6 は、オンライン販売における偽造品と

いった現代的な課題への適応を示している。ヤマハ発動機の模倣品対策は、「安全確

保」と「消費者の経済的不利益の排除」6 に明確に関連付けられており、ブランド保護

を単なる企業資産の防衛としてだけでなく、企業としての社会的責任の一形態として位

置づけている。6 で用いられている「消費者の経済的不利益を排除し、安全を確保す

る」という表現は、模倣品対策をヤマハ発動機の収益保護という枠を超えて捉えてい



る。これは、より広範なステークホルダーの懸念に応えるものであり、責任ある企業と

してのブランドの評判を高める。これは、ESG 要素の重要性が増していることとも合

致する。 

3. 意匠・著作権：差別化とブランディングにおける役割 

意匠は製品の差別化とブランディングにおける重要な要素と見なされている 4。ヤマハ

発動機は、製品デザインの独自性を保護するため、意匠権の活用も重視している。著作

権については、ソフトウェアやデジタルコンテンツの重要性が高まる中、これらの創作

物を保護し、適正な利用を促進するための管理体制が求められる。 

意匠はヤマハ発動機の製品の魅力とブランドアイデンティティの重要な要素である 7。

著作権は、特許や商標ほど中核的な製造事業にとって中心的ではないかもしれないが、

関連コンテンツやソフトウェアにとっては依然として重要である。特に模倣品が横行す

る地域での意匠権の戦略的取得は、意匠 IP を単なる美的差別化のためだけでなく、広

範な模倣品対策およびブランド保護戦略におけるツールとして積極的に活用しているこ

とを示している。意匠は本質的に差別化をもたらすが、模倣品の被害が多い国・地域で

の取得を強化する方針は、模倣品に対する法的障壁として意匠権を戦術的に展開し、商

標権や特許権による保護を補完することを示唆している。 

B. 広範な無形資産ポートフォリオ 

1. 技術力：研究開発の焦点、イノベーションプロセス、コアコンピタンス 

技術力は、ヤマハ発動機のイノベーションと価値創造の中核をなす重要な無形資産であ

る 7。20 23 年度の研究開発費は 1,161 億円であった 7。エネルギーマネジメント、イン

テリジェントシステム、ソフトウェアサービスといったコアコンピタンスに注力してい

る 7。「NEXT KANDO ACTIONS」は、「感動」創造プロセスを整理・共有するための

プロジェクトである 7。技術ビジョンは「楽しさを追求し、社会課題を解決して新たな

価値を創造する」ことである 7。 

技術的卓越性はヤマハ発動機の製品リーダーシップの基盤である。ソフトウェアサービ

スやインテリジェントシステムをコアコンピタンスに含めるという転換は、現代の技術

トレンドへの適応を示している 7。 

「NEXT KANDO ACTIONS」イニシアチブ 7 は、「感動」につながるプロセスの形式化

と規模拡大を示唆しており、抽象的なブランドプロミスをより体系的な組織能力へと転

換しようとしている。「感動」は中核的なブランド価値である。「感動創造プロセスを

整理・共有する」7 ための全社的なプロジェクトを開始することで、ヤマハ発動機はこ

の重要な感情的反応の生成を体系化し、再現しようとしている。これにより、直感的な



要素がより構造化された無形資産へと変化し、顧客体験におけるイノベーションが組織

全体でより一貫して広範に生まれる可能性が高まる。 

2. ブランドエクイティ：「感動」、「Revs your Heart 」、ヤマハ発動機フィロソフィ

ー、顧客認知 

企業理念は「感動創造企業」であること 1。ブランドスローガンは「Revs your Heart」
7。ヤマハ発動機のフィロソフィーは、価値創造、自己肯定感の醸成、社会的責任の遂

行を強調している 7。ブランドは重要な資産であり、ヤマハ発動機の顧客や社会に対す

る責任の象徴でもある 7。 

ブランドはヤマハ発動機にとって数十年にわたり築き上げられてきた最重要の無形資産

である。「感動」はこのブランドの感情的な核であり、深い満足感と高揚感を表してい

る 1。ヤマハブランドは、単なる品質や性能の証としてだけでなく、特定の感情体験

（「感動」）の提供者として位置づけられている。この感情的なつながりは、ロイヤル

ティを育み、潜在的にプレミアム価格を可能にする強力な無形資産である。多数の文書

で一貫して「感動」が強調され（1）、「深い満足感と強烈な興奮が同時に起こる感

情」1 と定義されていることは、それが単なるマーケティングスローガン以上のもので

あることを示している。それは製品開発と顧客体験の指針であり、ブランド自体がこの

ユニークな感覚の約束となっている。この感情的な共鳴は重要な無形資産である。 

3. データ資産とデジタル化：顧客データプラットフォーム、データ活用戦略、DX イ

ニシアチブ 

データレイクとデータ分析基盤を構築している 7。統合されたグローバル顧客情報プラ

ットフォームとして Treasure  Data  CDP を使用している 8。Y- Connect や My Yamaha 
Motor といったアプリを通じてデータ収集と顧客エンゲージメントを行っている 4。全

従業員がデータを活用する企業を目指している 7。DX 推進人材は 20 23 年度に 1,339
人に達した 7。コネクテッドビークルからのデータはデジタルベースのビジネスツール

の強化に活用されている 9。 

ヤマハ発動機はデータ駆動型組織になるために積極的に投資している。これは、ますま

すコネクテッド化する世界において、顧客を理解し、体験をパーソナライズし、新しい

サービスを開発するために不可欠である。ヤマハ発動機の DX 戦略、特にグローバル

ERP による「One Fact, One  Place」コンセプト 7 や Y- Connect のようなグローバルア

プリの開発 8 は、データ収集と活用の集約化・標準化に向けた戦略的な動きを示してい

る。この基盤整備は、データという無形資産の価値をグローバルに最大限引き出すため

に極めて重要である。「統合グローバル顧客情報プラットフォーム」8 の構築と「One 
Fact, One  Place」7 という目標は、些細な取り組みではない。これらはデータインフラ



とガバナンスへの多大な投資を意味する。このインフラは、高度な分析、AI 駆動型の

パーソナライゼーション、そして新たなデータ駆動型サービスの開発の前提条件であ

り、生データを価値ある戦略的資産へと転換する。ソーシャルメディアとのデータ連携 
9 は、これを活用する初期の試みを示している。 

4. 顧客ネットワークと信頼：YRA、CX 事業部、ステークホルダーとの関係 

CX（カスタマーエクスペリエンス）事業部は、ロイヤルティ育成のためアフターセー

ルスに注力している 7。ヤマハライディングアカデミー（YRA）は、安全確保と顧客と

のつながり構築を目的としている 7。顧客接点強化のため、統合マーケティング（デジ

タル×リアル）を実施している 7。ヤマハ発動機ファン株主クラブも存在する 7。 

強固な顧客関係と信頼は、リピートビジネスとブランド支持を促進する不可欠な無形資

産である。ヤマハ発動機は、製品販売だけでなく、体験（YRA）や継続的なエンゲージ

メント（CX 事業部、ファンクラブ）を通じて顧客ネットワークを積極的に育成してい

る。これは、取引関係をロイヤルなコミュニティへと転換し、生涯顧客価値を構築する

戦略を示唆している。YRA 7 のような取り組みは、単にライディングスキルを教えるだ

けでなく、ブランドへの没入とコミュニティ構築のための接点である。ファン株主クラ

ブ 7 は、純粋な取引関係を超えたより深い結びつきを育むもう一つの例である。これら

の努力は、強固な顧客基盤を創造し、それは価値ある無形資産となる。 

5. 組織能力と人的資本：タレントマネジメント、企業文化、グローバル連携 

自己肯定感、進取の気性、活力を育む企業風土 7。従業員の創造性と能力育成を重視

し、公正な評価を行う 7。国際的な人事異動 7。人的資本経営委員会 7。全地域統一の生

産管理を推進するグローバル経営会議（GMC）7。 

ヤマハ発動機内のスキル、文化、プロセスは、他のすべての資産の創造と活用を可能に

する重要な無形資産である。ヤマハ発動機は、特にイノベーションを促進し、グローバ

ルオペレーションを一貫して管理し、従業員に権限を与える能力自体が重要な無形資産

であることを認識している。人的資本経営委員会 7 のような委員会の設立は、これらの

能力育成への戦略的注力シグナルである。 

6. バリューチェーンとサプライチェーンの強み：SCM、サプライヤー連携、サステナ

ビリティ統合 

スペアパーツのための堅牢な SCM 7。サプライチェーン全体でのカーボンニュートラル 
7。製品価値向上のためのサプライヤーとの連携 7。サプライヤー向けサステナビリティ

ガイドライン 7。 



効率的で強靭、そしてますます持続可能なバリューチェーン／サプライチェーンは、競

争上の優位性であり、無形価値（評判、オペレーショナルエクセレンスなど）の源泉で

ある。ヤマハ発動機は、特にサステナビリティ要件を統合し、サプライヤーとのより深

い連携を促進すること 7 によって、無形資産への注力を社内業務からバリューチェーン

全体へと拡大している。これにより、より強靭で責任あるエコシステムが構築され、ヤ

マハ発動機全体の無形価値が向上する。「サプライヤー向けサステナビリティガイドラ

イン」や「サプライチェーン全体でのカーボンニュートラル」7 への取り組みは、ヤマ

ハ発動機がバリューチェーンを包括的に見ていることを示している。これはリスクを軽

減するだけでなく、ブランドの評判を構築し、サステナビリティを重視するパートナー

や顧客を引き付け、それによって無形資産を強化することができる。 

表 1：ヤマハ発動機の主要無形資産の概要（新中期経営計画 2025 - 2027 本格始動前） 

 

無形資産カテゴリー 具体的な事例・取り組み 主要な戦略的重要性・価値ド

ライバー 

特許 VVA、マリン技術特許 4。知財

ミックス活用 4。「重要特許シ

ェア率」重視 5。 

事業戦略との連携、差別化、

競争優位性確保、ユニークな

価値創出。 

商標・ブランド保護 グローバルでのブランド商標

登録 4。模倣品対策（年間 527

件実施 5、E コマース MOU 参

加 6）。ブランド価値向上は経

営の重要テーマ 7。 

ブランドの完全性維持、顧客

信頼、市場シェア保護、消費

者の安全確保。 

意匠 製品差別化とブランディング

における重要性 4。模倣品被害

多い地域での取得強化。 

製品差別化、ブランディン

グ、模倣品対策への貢献。 

著作権 関連コンテンツ・ソフトウェ

ア保護、従業員教育。 
関連コンテンツ、ソフトウェ

アの保護。 

技術力 研究開発費 1,161 億円（20 23 製品リーダーシップ、イノベ



年度）7。エネルギー管理、イ

ンテリジェントシステム、ソ

フトウェアサービス等コアコ

ンピタンス 7。 

ーション創出、独自価値提

供。 

ブランドエクイティ 「感動創造企業」1。「Revs 

your Heart」7。ヤマハ発動機

フィロソフィー 7。 

顧客ロイヤルティ、プレミア

ム価格設定の可能性、感情的

結びつき。 

データ資産・デジタル化 Treasure  Data  CDP 活用 8。Y-
Connect、My Yamaha Motor
アプリ 4。DX 推進人材 1,339

人 7。 

顧客理解、パーソナライズ体

験、新サービス開発、データ

駆動型経営。 

顧客ネットワーク・信頼 CX 事業部、YRA 7。統合マー

ケティング 7。ファン株主クラ

ブ 7。 

リピートビジネス、ブランド

支持、生涯顧客価値構築。 

組織能力・人的資本 自己肯定感を育む企業風土 7。

人的資本経営委員会 7。 

イノベーション創出、グロー

バルオペレーション管理、戦

略実行能力。 

バリューチェーン・サプライ

チェーン 
堅牢な SCM、サプライヤー連

携 7。サプライチェーンでのカ

ーボンニュートラル推進 7。サ

プライヤー向けサステナビリ

ティガイドライン 7。 

効率性、強靭性、持続可能

性、ブランド評判、オペレー

ショナルエクセレンス。 

III. 新中期経営計画（2025-2027）：戦略的重点と無形資産への影響 
本セクションでは、新中期経営計画を詳細に分析し、その中核的な目標がヤマハ発動機

の知的財産および無形資産へのアプローチにどのような影響を与えるかを考察する。 

A. 新中期経営計画（2025-2027）の概要：主要目標と事業焦点 

新中計の基本方針は、「コア事業の競争力を高め、人の可能性を拡げる新技術を獲得

し、人の悦びと環境が共生する社会をヤマハ発動機らしい挑戦で実現する」ことである 



1。将来的には全事業で ROIC（投下資本利益率）12.5%超を目指すとしている 1。 

中核事業である二輪車事業とマリン事業については、競争力を再強化し、重点的な投資

を行い、魅力ある商品・サービスにより成長と収益性を両立させる 1。二輪車事業で

は、ASEAN や新興国でのプレミアム戦略を強化し、デジタル技術を活用したユーザー

サービスの強化、電動車（EV）開発（自社開発と外部連携）を進める 1。マリン事業で

は、大型船外機ラインナップの強化や、マリン版 CASE 戦略（Connected、
Autonomous、Shared、Electric）を推進する 1。 

戦略事業としては、ロボティクス事業、SPV（Smart Power Vehicle）事業、OLV
（Outdoor Land Vehicle）事業が位置づけられ、高い市場潜在性を持つこれらの事業で

業界トップ 3 を目指す（SPV、OLV についてはトップ 3 という明確な言及はないもの

の、高い潜在性が示されている）1。ロボティクス事業では「ONE STOP SMART 
SOLUTION」を軸に市場シェア拡大を図る 1。SPV 事業では e- Kit や国内向け eBike に

注力し、顧客志向を徹底する 1。OLV 事業では北米市場での強みを活かし、新開発の共

通プラットフォームを導入する 1。 

新規事業については、農業、モビリティサービス、低速自動運転車両に焦点を絞り込

み、事業拡大の機会を評価する 1。その一例として、Robotics Plus 社を買収し、

Yamaha  Agriculture  Inc.を設立したことが挙げられる 3。 

新中計は成長、効率性、イノベーションに向けた明確な方向性を示している。特定の事

業領域と財務目標への重点化は、無形資産開発を含む投資優先順位を直接的に形成する

だろう。新中計が、既存の中核事業の強化（多くは EV やコネクテッドサービスのよう

な技術的アップグレードを通じて）と、技術集約的な新しい戦略事業・新規事業の積極

的な追求という二重の焦点を持っていることは、新しいタイプの IP とノウハウの創

出・獲得が大幅に増加することを示唆している。例えば、二輪車のような中核事業を

「EV 開発」や「ユーザーサービスのためのデジタル技術」1 で強化するには、新しい

特許、ソフトウェア著作権、データ管理能力が必要となる。同時に、ロボティクス、

SPV、OLV、農業 1 といった分野への参入または拡大は、これらの領域で全く新しい無

形資産ポートフォリオを構築する必要があり、それはしばしば Robotics Plus 3 のよう

な M&A（既存の IP とノウハウをもたらす）を通じて行われる。 

全事業で ROIC 12.5%超という野心的な目標 1 は、無形資産の収益性への貢献度をより

厳格に評価する動きを促進し、潜在的にはより戦略的なライセンス供与、提携、あるい

は業績不振の無形資産の売却につながる可能性がある。高い ROIC を達成するには、無

形資産の開発や取得に投じられた資本を含む、すべての資本の効率的な使用が必要とな

る。この財務的圧力は、IP ポートフォリオ管理へのより規律あるアプローチにつなが



る可能性がある。つまり、特許が単に保有されるだけでなく、収益性目標を達成する製

品に貢献しているか、あるいはヤマハ発動機の直接的な提供物の中核でない場合はライ

センス供与されているかを確認することである。また、研究開発プロジェクトが、高い

リターンが期待できる機会と整合しているかについて、より批判的な目が向けられるこ

とも意味するかもしれない。 

B. 新技術への注力：電動化、コネクテッドサービス、デジタルトランスフォーメーシ

ョン、AI 

新中計の基本方針には「人の可能性を拡げる新技術の獲得」が含まれている 1。二輪車

事業では EV 開発（自社開発と外部連携）、ユーザーサービスのためのデジタル技術活

用 1。マリン事業ではマリン CASE 戦略（Connected、Autonomous、Shared、
Electric）、次世代操船システム、コネクテッド技術、電動船外機 1。ロボティクス事業

は「急速にデジタル化する世界」をサポートする 1。OLV 事業ではセグメント横断ニー

ズに対応可能な新プラットフォーム 1。農業分野では Robotics Plus 買収による AI 搭載

デジタルシステム 3。 

これらの技術はモビリティおよび産業セクターを再構築しており、ヤマハ発動機のこの

分野への注力は将来の競争力にとって不可欠であり、新しい IP および無形資産開発の

主要な推進力となるだろう。新中計による電動化、コネクティビティ、AI への強力な

推進は、ヤマハ発動機の技術基盤における根本的な変化を示している。これは、これら

の分野における新しい特許だけでなく、ソフトウェア開発能力、データ分析の専門知

識、システム統合のノウハウといった、すべて重要な無形資産の大幅な蓄積を必要とす

る。EV、コネクテッドサービス、AI といった技術は、ソフトウェアとデータに大きく

依存している。例えば、「マリン CASE」1 には「Connected」と「Autonomous」が

明確に含まれており、これらはソフトウェアと AI によって駆動される。「AI 搭載デジ

タルシステム」3 のための Robotics Plus の買収は、この点をさらに強調している。こ

れは、ヤマハ発動機の無形資産ポートフォリオが、純粋に機械的な無形資産と比較し

て、ソフトウェア著作権、データ関連の営業秘密、ソフトウェア対応ハードウェアの特

許において、より急速な成長を遂げる可能性が高いことを意味する。 

C. 価値創造ドライバーとしてのサステナビリティ：カーボンニュートラル、サーキュ

ラーエコノミー、生物多様性 

新中計の基本方針には、「人の悦びと環境が共生する社会をヤマハ発動機らしい挑戦で

実現する」ことが含まれている 1。環境計画 20 50 の柱は、気候変動（20 35 年までに

工場でのカーボンニュートラル達成、製品使用時の CO2 排出量削減）、資源循環

（20 50 年までにサステナブル原材料使用比率 10 0 %、新中計では 14%から 18%へ引き



上げ）、生物多様性である 1。CO2 を排出しない内燃機関の開発も進められている 5。 

サステナビリティはもはや単なるコンプライアンスの問題ではなく、イノベーション、

ブランド価値、ステークホルダーの信頼を推進できる中核的な戦略要素である。ヤマハ

発動機は、サステナビリティを単なる責任としてではなく、「人の悦びと環境が共生す

る社会をヤマハ発動機らしい挑戦で実現する」1 という価値創造の不可欠な部分として

捉えている。このアプローチは、グリーン技術、持続可能な素材、循環型ビジネスモデ

ルにおけるイノベーションを促進し、新しい IP を生み出し、責任ある企業としてのブ

ランド評価を高める可能性が高い。カーボンニュートラル、持続可能な素材の使用、さ

らには CO2 を排出しない内燃機関の探求 1 に関する具体的な目標は、新しい分野への

研究開発を推進するだろう。新しいエンジン技術、バッテリーリサイクル、持続可能な

素材構成、または環境負荷を低減する製造プロセスに関連する特許がますます重要にな

る。さらに、これらの目標を達成し、効果的に伝えることは、ブランドの信頼を構築

し、環境意識の高い消費者にアピールし、この無形資産を強化するだろう。 

D. 人的資本開発：グローバルタレントプログラム、DE&I 

グローバルエンゲージメント指標の導入、DE&I（ダイバーシティ、エクイティ＆イン

クルージョン）の推進、グローバル人財プログラムの拡充が計画されている 2。多様な

社員が挑戦の機会を得ることで、個人と会社が成長し未来を切り開いていける組織を目

指す 2。 

熟練し、エンゲージメントの高い人的資本は、他のすべての無形資産を創造し活用する

ための基盤である。新中計が、グローバルタレントや DE&I を含む人的資本開発に明確

に焦点を当てていること 2 は、その野心的な技術的および事業的目標を達成するために

は、組織能力と従業員のノウハウが重要な実現要因であることを認識していることを示

している。これらの「ソフトな」無形資産への投資は、イノベーションと実行にとって

不可欠である。「新しい技術を獲得」し、新しい事業に拡大するためには 1、ヤマハ発

動機は適切なスキルを持つ人材と支援的な環境を必要とする。グローバルタレントプロ

グラム 2 は、AI、ソフトウェア、EV 技術などの分野における専門知識を世界中で調

達・育成するのに役立つ。DE&I イニシアチブは、多様な視点を取り入れることで、よ

り革新的な文化を育むことができる。この焦点は、ヤマハ発動機がその戦略目標が従業

員の質とエンゲージメント、すなわち中核的な無形資産に大きく依存していることを理

解していることを示唆している。 

IV. 新中期経営計画下におけるヤマハ発動機の IP・無形資産戦略の進

展予測 



本セクションでは、新中期経営計画の戦略的方向性が、ヤマハ発動機の知的財産および

無形資産の重点と管理をどのように再構築する可能性が高いかを分析する。 

A. 技術主導型 IP への注力強化：EV、自動運転、コネクティビティ、ソフトウェア、

AI における特許。技術・IP のための戦略的買収 

電動化（バッテリー、モーター、充電）、自律システム（センサー、制御アルゴリズ

ム）、コネクテッドサービス（通信プロトコル、データセキュリティ、UI/UX）、ソフ

トウェア（組み込みシステム、アプリケーション、AI モデル）、AI に関連する特許出

願および IP 取得（M&A を含む）が大幅に増加すると予測される。「IP ミックス」

は、ソフトウェアおよびデータ要素をますます組み込むようになるだろう。これは、新

中計が「人の可能性を拡げる新技術の獲得」1 を重視し、二輪車およびマリン事業にお

ける EV 開発 1、マリン CASE 戦略 1、デジタル化をサポートするロボティクス事業 1、

そして Robotics Plus 社の買収を通じた農業分野での AI 活用 3 を推進していることに

裏付けられる。Robotics Plus 社の買収は、既存 IP を明確にもたらした 3。 

ヤマハ発動機の IP 戦略は、既存の市場ポジションを主に防御するのではなく、将来の

成長に不可欠な新しい技術領域におけるリーダーシップを確保することを目的とした、

より攻撃的なものになるだろう。M&A は、これらの急速に進化する分野で重要な IP
とノウハウを迅速に獲得するための主要なツールとなる。Robotics Plus 社の買収 3 は
その明確な例である。ヤマハ発動機は単に企業を買収したのではなく、「ロボティクス

と自動化の能力」と「知的財産」を買収し、「新しい農業技術会社を設立」した 3。こ

れは、新中計で概説されている新しい市場や技術分野への参入を加速するために、重要

な無形資産を構築するだけでなく購入するという戦略を示している。これは他の戦略分

野でも繰り返される可能性が高い。 

B. 中核的戦略資産としてのデータ：収集、分析、収益化の強化 

全事業ラインにわたるより多くのコネクテッド製品からのデータ収集が拡大すると予測

される。このデータからより深い洞察を抽出するために、高度な分析、AI、機械学習へ

の投資が行われるだろう。データや分析に基づいた新しいデータ駆動型サービス、パー

ソナライズされた顧客体験、そして潜在的に新しい収益源が開発される。データプライ

バシーとセキュリティに関するより強力なガバナンスが不可欠となる。二輪車事業は

「デジタル技術を活用してユーザーサービスを強化」し、「デジタル技術を活用して顧

客エンゲージメントを高め、よりユーザーに合わせた体験を提供する」ことを目指して

いる 1。マリン CASE 戦略には「コネクテッド技術の活用」が含まれている 1。

Treasure  Data  CDP 8 や Y- Connect 4 のような既存のインフラもこれを支える。インド

のコネクテッドビークルデータは「数百万のヤマハ発動機 ID」につながっている 9。 



データは、販売の副産物や漸進的な改善のためのツールから、新しいビジネスモデルを

支え、顧客関係を強化し、製品イノベーションを推進する中心的な無形資産へと移行す

るだろう。課題は、顧客の信頼を維持しながらこのデータを効果的に収益化することで

ある。新中計の「よりユーザーに合わせた体験を提供する」1 という目標は、洗練され

たデータ収集と分析を直接的に意味する。インドで取得された「数百万のヤマハ発動機

ID」9 は、重要なデータ資産を表す。進行は、データ収集（Y- Connect、コネクテッド

ビークル）から、その分析（CDP、社内能力）、そしてパーソナライズされたサービ

スや潜在的な新しい提供物のための活用へと進み、この無形資産の価値を高める。 

C. ブランド戦略の進化：「感動」を新技術とサステナビリティが可能にする新しい体

験を通じて強化 

「感動」の理念は、技術的に進んだ製品（例えば、爽快な EV 性能、シームレスなコネ

クテッド体験）を通じて、またヤマハ発動機のサステナビリティへのコミットメントを

強調することによって、ますます提供されるようになるだろう。ブランドメッセージ

は、イノベーション、環境責任、そして人間の可能性の拡大を強調する可能性が高い。

新中計は「人の可能性を拡げる新技術を獲得」し、「人の悦びと環境が共生する社会を

創造する」ことを目指している 1。中核的な使命は引き続き「感動創造企業」であるこ

とである 1。 

「感動」の定義と提供方法は進化するだろう。中核的な感情的約束は残るものの、それ

を達成する手段は、ますます洗練された技術と、社会的および環境的幸福への実証可能

なコミットメントを含むようになり、それによってブランドの魅力を広げ、その無形価

値を深める。「感動」とは「深い満足感と強烈な興奮」1 に関するものである。過去に

は、これは純粋にエンジン性能や車両ダイナミクスから来ていたかもしれない。将来的

には、コネクテッドサービスのシームレスさ、EV の静かなパワー、自律機能のインテ

リジェンス、あるいは真に持続可能な企業からの製品を所有する誇りから来るかもしれ

ない。新中計の柱（新技術、サステナビリティ）は、「感動」の約束を実現するための

新しい道筋を提供し、それによってブランドの無形資産を進化させる。 

D. 新領域におけるノウハウの強化：戦略事業および新規事業分野における専門知識の

構築 

ロボティクス、スマートパワービークル、アウトドアランドビークル、農業、モビリテ

ィサービス、低速自動運転車両における深い技術的および市場ノウハウを意図的に構築

する取り組みが行われるだろう。これには、研究開発、戦略的採用、提携、そして潜在

的なさらなる M&A が含まれる。新中計における戦略事業および新規事業の指定 1、

Robotics  Plus 社の買収による農業ロボティクスノウハウの獲得 3、そして Torqeedo



社のような M&A を通じてコネクテッド、自律、共有、電動マリンソリューションの専

門知識を獲得する可能性のあるマリン CASE 戦略 9 がこれを裏付ける。 

ヤマハ発動機は、これらの新しい、しばしば高度に専門化された市場で競争するための

重要な無形資産である、専門ノウハウのポートフォリオを体系的に構築している。これ

は将来の競争力への長期的な投資である。「農業、モビリティサービス、低速自動運転

車両」1 への参入は、従来の二輪車やマリン製造とは根本的に異なる知識ベースを必要

とする。Robotics Plus 社の買収 3 は、この専門ノウハウを迅速に獲得する典型的な例

である。このパターンは、ヤマハ発動機がこれらの新しい知識ベースの無形資産を構築

するために、内部開発と外部獲得の組み合わせを使用することを示唆している。 

E. 進化する組織能力：デジタルファーストオペレーションと新しいビジネスモデルの

ためのプロセスとスキルの適応 

アジャイル方法論、ソフトウェア開発の専門知識、データサイエンス能力、パートナー

シップ管理スキルのさらなる開発が予測される。組織構造は、よりサービス指向でエコ

システムベースのビジネスモデルをサポートするために適応する必要があるかもしれな

い。伝統的な事業と新しい事業部門間の相乗効果を最大化するために、部門間の連携が

強化されるだろう。新中計が事業全体でデジタル技術に焦点を当てていること 1、人的

資本開発目標 2、そしてロボティクスにおける「ONE STOP SMART SOLUTION」の必

要性が洗練されたシステム統合とサービス能力を意味すること 1 がこれを裏付ける。 

新中計の野心は、ヤマハ発動機の内部 DNA、すなわち組織能力の大幅な進化を必要と

する。これには、新しい才能を採用するだけでなく、既存のプロセスを変革し、急速な

技術変化と新しい働き方を受け入れる文化を育むことも含まれる。この内部変革自体が

重要な無形資産である。「マリン CASE 戦略」やロボティクス向け「ONE STOP 
SMART SOLUTION」1 を成功裏に実施するには、単なる技術以上のものが必要である。

サービス提供、データ管理、ソフトウェア更新、そして潜在的には共有プラットフォー

ムの管理のための新しい組織プロセスが必要となる。インドにおける「デジタルベース

のビジネスツール」9 や「デジタル技術を活用してユーザーサービスを強化する」1 こ
とへの重点は、この内部シフトを示している。この組織的無形資産の進化は、新中計を

実行するための基本である。 

表 2：新中期経営計画（2025 - 2027）目標と予測される IP・無形資産への影響のマッ

ピング 

新中計目標・戦略領域 主要 IP 焦点 主要な広義の無形資産への影



響 

二輪車 EV 開発 EV 関連特許（バッテリー、モ

ーター、制御等）の増加、ソ

フトウェア著作権（制御、

UI/UX） 

EV 開発ノウハウの蓄積、電動

パワートレインに関する技術

力向上 

マリン CASE戦略 コネクテッド・自動運転関連

特許、プラットフォームソフ

トウェア著作権、データ関連

IP 

コネクテッドサービス運営ノ

ウハウ、自律航行技術、デー

タ分析能力、エコシステム管

理能力の強化 

ロボティクス事業拡大 FA システム、AI 制御関連特

許、ソフトウェア IP 
ロボティクス・自動化ソリュ

ーション提供ノウハウ、シス

テムインテグレーション能力

の向上 

データ駆動型サービス データ収集・分析プラットフ

ォーム関連 IP、パーソナライ

ゼーションアルゴリズム関連

IP 

データサイエンス人材育成、

顧客インサイト分析能力、デ

ータ活用文化の醸成 

サステナビリティ目標（カー

ボンニュートラル、資源循

環） 

環境技術特許（新素材、リサ

イクル技術等）、サステナブ

ル設計関連意匠 

サステナビリティに関するブ

ランド評価向上、環境配慮型

製品開発ノウハウ、サプライ

チェーンにおけるトレーサビ

リティ技術 

新規事業（農業、モビリティ

サービス等） 
各新規事業分野特有の技術 IP
（例：農業ロボット、MaaS
プラットフォーム）、関連ソ

フトウェア IP 

新規市場参入ノウハウ、特定

分野の専門知識（例：精密農

業）、新ビジネスモデル構築

能力 

V. ヤマハ発動機の将来の IP・無形資産戦略に関するシナリオ予測

（2027 年以降） 
本セクションでは、新中期経営計画（2025-2027）によって築かれる基盤と広範な業界



トレンドを考慮し、ヤマハ発動機の IP および無形資産戦略が取り得る長期的な軌道を

複数提示する。 

A. シナリオ 1：「特定分野特化型イノベーションリーダー」 

ヤマハ発動機は、高度な研究開発と戦略的 M&A に重点を置き、特定の高成長・高収益

ニッチ市場（例：特殊モビリティ向け先進電動パワートレイン、次世代海洋自律システ

ム、特定産業・農業用途向け高度インテリジェントロボティクス）において支配的な技

術的リーダーシップを確立する。画期的なイノベーションで市場に最初に参入すること

を優先する。 

このシナリオにおける IP・IA の焦点は以下となる。 

● IP： 選択されたニッチ分野における強力な防御壁と攻撃的ツールとなる最先端特

許。AI および自律機能のための独自アルゴリズムとソフトウェア。独自の製造プ

ロセスや材料科学を保護する営業秘密。 
● 広義の IA： 世界的に有名な研究開発人材と研究拠点。模倣困難な深い技術的ノウ

ハウと専門知識。先駆的イノベーションと優れた技術の代名詞としてのブランド評

価。強力な大学・研究機関とのパートナーシップ。 

このシナリオは、ヤマハ発動機の卓越したエンジニアリングの歴史と、新中計が掲げる

「人の可能性を拡げる新技術の獲得」1 に基づいている。中核的研究開発への投資 7 と
戦略的買収 3 が特定分野で大きな成功を収めた場合、ヤマハ発動機はそれらのニッチ分

野で議論の余地のないリーダーとなるためにリソースを集中させ、強力な IP を活用し

てイノベーションを保護し、プレミアム価格を設定することを選択する可能性がある。

ROIC 重視 1 は、高収益分野をターゲットにすることを後押しするだろう。 

B. シナリオ 2：「エコシステム・オーケストレーター」 

ヤマハ発動機は、戦略的重心を相互接続されたプラットフォームとエコシステムの創

造・管理へと移行させる。これには、モビリティ・アズ・ア・サービス（MaaS）プラ

ットフォーム、スマート農業や海洋環境のためのデータ共有エコシステム、または協調

型ロボティクスプラットフォームなどが含まれ得る。ヤマハ発動機は、標準設定、パー

トナー支援、ネットワーク効果からの価値獲得に注力する。 

このシナリオにおける IP・IA の焦点は以下となる。 

● IP： プラットフォームアーキテクチャ、相互運用性標準、および中核となる実現

技術に関する特許。プラットフォームソフトウェアおよび API に関する著作権。

プラットフォームブランドの商標。エコシステム成長を促進するためのオープンソ



ースまたは管理されたライセンスの戦略的利用。 
● 広義の IA： 広範かつエンゲージメントの高い顧客およびパートナーネットワー

ク。公正で信頼できるエコシステム・オーケストレーターとしてのブランド信頼。

エコシステムデータから洞察を管理・導出するための洗練されたデータガバナンス

および分析能力。強力なパートナーシップ管理および開発者リレーション能力。バ

リューチェーン統合ノウハウ。 

新中計がコネクテッドサービス（マリン CASE、二輪車におけるデジタル技術 1）、デ

ータ活用 7、そしてモビリティサービスのような新規事業領域 1 を強調していること

は、プラットフォームベースのモデルへの潜在的な移行を示唆している。ヤマハ発動機

がコネクテッドインフラとデータプラットフォームの構築に成功すれば、すべてのソリ

ューションを自社で提供しようとするよりも、より広範なパートナーエコシステムを可

能にすることに多くの価値を見出すかもしれない。ロボティクスにおける「ONE STOP 
SMART SOLUTION」1 も、より広範なプラットフォームへと進化する可能性がある。 

C. シナリオ 3：「サステナビリティ主導型変革」 

ヤマハ発動機の全社戦略、製品開発、ビジネスモデルが、野心的なグローバルサステナ

ビリティ目標（現行中計目標を超える）の達成に向けて根本的に再編成される。これ

は、サーキュラーエコノミー実践における抜本的イノベーション（例：完全なライフサ

イクル管理を伴う製品のサービスとしての提供）、全く新しい形態の環境配慮型モビリ

ティやエネルギーソリューションの開発、そして環境・社会的責任に深く根ざしたブラ

ンドアイデンティティにつながる可能性がある。 

このシナリオにおける IP・IA の焦点は以下となる。 

● IP： グリーン技術（例：代替燃料、先進バッテリーリサイクル、生分解性素材、

炭素回収）における広範な特許ポートフォリオ。超高効率・循環型製品の意匠権。

サステナビリティ認証やエコブランディングに関連する商標。 
● 広義の IA： 持続可能な設計、製造、サプライチェーン管理における最先端のノウ

ハウ。企業サステナビリティにおけるグローバルリーダーとしての強力なブランド

評価。目的に基づく高い従業員エンゲージメント。NGO、政府、サステナビリテ

ィ志向コミュニティとの深い信頼と協力。強靭で透明性の高いサプライチェーン。 

新中計は既に強力なサステナビリティ要素を含んでいる 1。サステナビリティに対する

社会的および規制上の圧力が高まり、ヤマハ発動機がそのサステナビリティイノベーシ

ョンが大きな競争優位性を生み出すか、新しい市場を開拓すると判断した場合、これを

全戦略の中心軸とすることを選択するかもしれない。これは、新中計のビジョンである

「人の悦びと環境が共生する社会」1 を最大限に実現することと合致するだろう。 



表 3：将来の IP・無形資産戦略シナリオの比較分析（2027 年以降） 

シナリオ名 中核的戦略

推進力 
主要 IP 焦点 主要な広義

の無形資産

焦点 

主要成功要

因 
潜在的課題 

特定分野特

化型イノベ

ーションリ

ーダー 

特定ニッチで

の圧倒的技術

リーダーシッ

プ確立 

最先端特許

（防御・攻

撃）、独自ア

ルゴリズム・

ソフトウェ

ア、営業秘密 

世界トップク

ラスの研究開

発人材・拠

点、模倣困難

な技術ノウハ

ウ、先駆的イ

ノベーション

を象徴するブ

ランド評価、

研究機関との

連携 

画期的技術の

継続的創出、

IP による市

場参入障壁構

築、高収益ニ

ッチ市場の特

定 

技術開発の不

確実性、競合

他社の追随、

特定市場への

過度な依存リ

スク 

エコシステ

ム・オーケ

ストレータ

ー 

相互接続プラ

ットフォーム

とエコシステ

ムの創造・管

理による価値

最大化 

プラットフォ

ームアーキテ

クチャ・標準

関連特許、ソ

フトウェア・

API 著作権、

プラットフォ

ームブランド

商標、戦略的

ライセンス活

用 

広範な顧客・

パートナーネ

ットワーク、

エコシステム

主導者として

のブランド信

頼、データガ

バナンス・分

析能力、パー

トナーシップ

管理能力 

魅力的なプラ

ットフォーム

構築、ネット

ワーク効果の

醸成、公正な

エコシステム

運営、データ

活用による価

値提供 

プラットフォ

ーム間の競争

激化、エコシ

ステム参加者

の利害調整、

データセキュ

リティ・プラ

イバシー問

題、収益化モ

デルの確立 

サステナビ

リティ主導

型変革 

サステナビリ

ティ目標達成

を全事業の中

心に据え、社

会価値と企業

価値を両立 

グリーン技術

特許（新燃

料、リサイク

ル等）、循環

型製品意匠、

エコブランド

商標 

持続可能な設

計・製造・

SCM ノウハ

ウ、サステナ

ビリティリー

ダーとしての

ブランド評

価、目的に基

づく従業員エ

ンゲージメン

先進的環境技

術の開発・実

用化、サーキ

ュラーエコノ

ミー型ビジネ

スモデルの確

立、社会から

の共感と支持

の獲得 

高度な環境技

術開発コス

ト、既存事業

モデルからの

転換の困難

さ、消費者の

受容性、国際

的な規制・基

準の変動 



ト、ステーク

ホルダーとの

信頼 

VI. 戦略的考察と結論 
本最終セクションでは、分析結果を統合し、ヤマハ発動機の継続的な成功のための IP
および無形資産管理の重要性に関する総括的な戦略的助言と考察を提供する。 

A. 進化する IP・IA ポートフォリオ管理におけるヤマハ発動機の主要な課題と機会 

課題： 

● 買収（例：Robotics Plus 社 3）によって得られた IP・IA の効果的な統合。 
● ソフトウェア、AI、データにおける IP の複雑性の増大（所有権、ライセンス、サ

イバーセキュリティの問題 
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